
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

東京国際交流館電動アシスト自
転車及び電動キックボード用
ポートの設置

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.1
株式会社Luup
東京都渋谷区千駄ヶ谷5-
27-5リンクスクエア新宿16階

1011001123515

本件は、東京国際交流館が法人会員となっている
一般社団法人東京臨海副都心まちづくり協議会と
協定を締結して臨海副都心エリアでの電動マイク
ロモビリティシェアリングサービスの普及を推進し
ている株式会社Luup社からの依頼であることに加
え、居住者等および臨海副都心エリアの利便性向
上にも寄与できることから、本機構会計規程第16
条第１項及び契約事務取扱細則第23条第１項第１
号（契約の性質又は目的が競争を許さない場合）
に該当するため。

- 1,188,000 -
競争性のな
い随意契約

「TIECキャリアフォーラム2022」
実施業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.4
株式会社パソナ
東京都千代田区丸の内1-5-
1

1010001067359

本件企画競争による公募において、2者から提出
された企画提案書について、企画提案審査会を
行った結果、最も評価点が高い企画提案書を特定
し、当該企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当
するため。

- 2,941,276 - 企画競争

令和4年度中長期延滞債権（支
払督促申立予告者）回収業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.19
三菱HCキャピタル債権回収
株式会社
東京都港区西新橋1-3-1

1010401002007

本件企画競争による公募において、1者から提出
された企画提案書について、企画提案審査会を
行った結果、最も評価点が高い企画提案書を特定
し、当該企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当
するため。

- 8,304,890 - 企画競争

第68回日本学生支援債券買取
引受

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.19

大和証券株式会社
野村證券株式会社
みずほ証券株式会社
東京都千代田区丸の内1-9-
1

9010001063235
6010001074037
7010001008687

本件企画競争による公募において、審査を経て選
定された企画内容を実行できる相手方は他に存
在せず、競争を許さないことから本機構会計規程
第16条第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項
第1号（契約の性質又は目的が競争を許さない場
合）に該当するため。

- 35,750,000 - 企画競争

令和4年度東京国際交流館オン
ラインスタディーツアー実施業
務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.22
東武トップツアーズ株式会社
東京都新宿区西新宿7-5-25

4013201004021

本件企画競争による公募において、1者から提出
された企画提案書について、企画提案審査会を
行った結果、最も評価点が高い企画提案書を特定
し、当該企画提案書の提出者を契約予定者として
選定していることから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号（契
約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該当
するため。

- 1,999,800 - 企画競争

東京国際交流館ネットワーク機
器調達（再リース2回目）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　吉岡　知哉
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

R4.8.31

エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社
東京都千代田区大手町2丁
目3番1号

ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社
東京都港区港南1丁目2番70
号

7010001064648
3010401151289

本調達の対象機器の「東京国際交流館ネットワー
ク機器」は、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株
式会社とのリース契約により、ＮＴＴ・ＴＣリース株
式会社（契約当初：NTTファイナンス株式会社）か
らリースされているものであり、同社の指定する者
以外では作業を実施できず競争を許さないことか
ら、本機構会計規程第16条第1項及び契約事務取
扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は目的
が競争を許さない場合）に該当。

- 5,579,508 -
競争性のな
い随意契約

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

法人番号
随意契約によることとした業務方法書又は会計規

定等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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